


















































































































































を行うことJとされ (31条 l項)，弁護土会は法人とされる(同 2~質)。弁護士会
は，弁護士及び弁護士法人の事務その他司法事務に関して官公署に建議し，又はそ
の諮問に答申することができる (42条2項)。全国の弁護士会は，日弁連を設立し












































































年6月 16日開催の第 15回定期総会において， (1)昭和 54年度以降の会費を従前
の5万 1000p3から 5万4000円に増額する， (2) 日税遼に対し，会員 l人当たり会







































































法書士会を設立しなければならjず (52条 l項)， ~立法書士会の目的は， r会員の
品位を保持し，その業務の改善幸進歩::e図るため，会員の指導及び連絡に関する事務



















































(1) S-61. 2. 13 (南九税(特別会費決議)パb)選挙権等停止処分無効確認，
(c)選挙権等存在確認， (d)選挙無効確認〉熊本地判昭和 61年 2月13日1)























































































1) 冒頭、のふ61.2.13の表記は，昭和61年 2F! 13日を意味する。 iC このアプロー
チを支える怒、想J以下の記述において，本判決1:， S-61. 2.13 <……/…... )熊本地
判のように絡す。なお， H-{ま王子成を意味する。以下， {I訟の判例も同じ。


























(1) S-63. 2. 4 <日弁連(会費増額決議)/納入義務不存在確認)大阪地判昭









































































































1) 判決は， I原告の本訴請求は，昭和 58年4月1日以降原告が被告に納入すべきで
あるとされた被告会期 95条所定の会費月額7000円のうち 6100円を超える部分
900円の納入義務がないことの確認をケ求める請求であって，被告の紹和 58年 3月
12臼臨待総会において議決された被告会刻 95条の改正決議が有効か否かの問題は
その前提問題にすぎず，右改正決議の無効確認を訴訟物とするものでもないから，
本件訴訟が裁判所法3条 I項lこいう法律との争訟に当らないものであるということ
はでき」ない， という。
2) 2答において，原告は，弁護士に関する事項は憲法77条によって最高裁判所規
別により定められるべきものであり，国会の定める法律によることはできず，弁護
士法に委ねたことは明らかに察法77条に違反すると主張した。
3) 判決は， I原告の本訴提起の哀の目的は，弁護士法の定める被告の包的から逸脱
していると原告が判断する，原告指摘の被告の人権擁護委員会活動等を中止させ，
ひいてはその活動資金に充てられるべき被告会員弁護士約入の会費の減額ないし高
額化阻止を図ろうとするものであると認められるが，その図的ぞ達成するために
は，原告において，今後も陪意見の会員弁護士とともに被告内部において粘り強い
説得，協議による働きかけ等を緩み重ね，被告の機構改革等を行うことによって右
目的を達成することが本道であり，それが不可能なわけではなしまたこのような
被告内部における自主約解決こそが本件紛争の性質及び弁護士自治尊重の見地から
妥当j という。
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4) 小林武・法学セミナ-35巻2号 111頁(1990)。
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